大阪府条例第　　　号

職員の分限に関する条例等の一部を改正する条例
（職員の分限に関する条例の一部改正）
第一条　職員の分限に関する条例（昭和二十六年大阪府条例第四十一号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（降任又は免職の事由）

第三条　（略）

　一　人事評価（法第六条第一項に規定する人事評価をいう。以下同じ。）が継続して任命権者（特定地方独立行政法人の理事長を含む。以下同じ。）が定める基準を下回る場合であって、研修その他必要な措置を実施しても勤務実績の改善がない場合

二　担当すべきものとして割り当てられた職務を遂行してその職責を果たすべきであるにもかかわらず、その実績がよくないと認められる場合

２・３　（略）

（休職の事由）
第四条　職員が、法第二十八条第二項各号のいず
れかに該当する場合のほか、次の各号のいずれ

か（非常勤職員（法第二十八条の五第一項、地
方公務員の育児休業等に関する法律（平成三年
法律第百十号）第十八条第一項又は一般職の任
期付職員の採用等に関する条例（平成十四年大
阪府条例第八十六号）第四条各項の規定により
採用された職員を除く。以下同じ。）にあって
は、第二号）に該当する場合においては、これ
を休職することができる。
一・二　（略）

（任命権者が講ずる措置）

第六条　任命権者は、次に掲げる職員（以下この条において「対象職員」という。）に対し、必要な措置を講じなければならない。ただし、対象職員の行方が不明となった場合その他これらの措置を講ずることができない場合は、この限りでない。

　一　人事評価の結果の区分が二年以上継続して最下位の区分であって、勤務実績がよくないと認められる職員

　二―六　（略）　
２　任命権者は、対象職員の勤務の状況及び対象職員に対する指導又は注意の状況の記録並びに資料の収集を行うものとする。

３　対象職員に対し講ずる措置は、次のいずれかに掲げるとおりとする。

　一―四　（略）

４　任命権者は、前項の措置を講じたにもかかわらず、対象職員の勤務実績がよくない状態又は適格性を欠くと認められる状態が改善されない場合は、当該対象職員に対し、降任又は免職の処分が行われることがあることを文書で警告し、これらの改善を促すものとする。

５・６　（略）

（休職の効果）
第九条　法第二十八条第二項第一号の規定に該当する場合における休職の期間は休養を要する程度に応じ、第四条の規定に該当する場合における休職の期間は必要に応じ、いずれも三年（非常勤職員にあっては、一年）を超えない範囲内において、それぞれ個々の場合について、任命権者が定める。
２・３　（略）
（委任）

第十一条　この条例に定めるもののほか、この条

例の施行に関し必要な事項は、人事委員会規則

（特定地方独立行政法人の職員に係るものに

あっては、当該特定地方独立行政法人の規程）

で定める。

（非常勤職員についての適用除外）
第十二条　第三条第一項第一号、第六条第一項第一号及び第四号、第七条第三項並びに第八条第六項の規定は、非常勤職員には、適用しない。
２　第二条第一項及び第二項、第三条（第一項第
一号を除く。）、第五条、第六条第四項、第七
条（第三項を除く。）並びに第八条第一項から
第三項までの規定（降任に係る部分に限る。）
は、非常勤職員には、適用しない。
	（降任又は免職の事由）

第三条　（略）

　一　人事評価（大阪府職員基本条例（平成二十四年大阪府条例第八十六号）第十四条第一項に規定する人事評価をいう。以下同じ。）が継続して任命権者が定める基準を下回る場合であって、研修その他必要な措置を実施しても勤務実績の改善がない場合

　二　担当すべきものとして割り当てられた職務を遂行してその職責を果たすべきであるにもかかわらず、その実績が良くないと認められる場合

２・３　（略）

（休職の事由）
第四条　職員が、法第二十八条第二項各号のいず
れかに該当する場合のほか、次の各号のいずれ
かに該当する場合においては、これを休職する
ことができる。

一・二　（略）

（任命権者が講ずる措置）

第六条　任命権者（特定地方独立行政法人の理事長を含む。以下同じ。）は、次に掲げる職員（以下この条において「対象職員」という。）に対し、必要な措置を講じなければならない。ただし、対象職員の行方が不明となった場合その他これらの措置を講ずることができない場合は、この限りでない。

　一　人事評価の結果の区分が二年以上継続して最下位の区分であって、勤務実績が良くないと認められる職員

二―六　（略）
２　任命権者は、前項の対象職員の勤務の状況及び対象職員に対する指導又は注意の状況の記録並びに資料の収集を行うものとする。

３　第一項の対象職員に対し講ずる措置は、次のいずれかに掲げるとおりとする。

　一―四　（略）

４　任命権者は、前項の措置を講じたにもかかわらず、対象職員の勤務実績が良くない状態又は適格性を欠くと認められる状態が改善されない場合は、当該対象職員に対し、降任又は免職の処分が行われることがあることを文書で警告し、これらの改善を促すものとする。

５・６　（略）

（休職の効果）
第九条　法第二十八条第二項第一号の規定に該
当する場合における休職の期間は休養を要す
る程度に応じ、第四条の規定に該当する場合に
おける休職の期間は必要に応じ、いずれも三年
を超えない範囲内において、それぞれ個々の場
合について、任命権者が定める。

２・３　（略）
（委任）

第十一条　この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会規則（特定地方独立行政法人の職員に係るものにあっては、当該特定地方独立行政法人の規程）で定める。

	
	


（職員の給与に関する条例の一部改正）

第二条　職員の給与に関する条例（昭和四十年大阪府条例第三十五号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（趣旨）

第一条　この条例は、地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号。以下「法」という。）第二十四条第五項及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）第四十二条の規定に基づき、府の職員並びに市町村立学校職員給与負担法（昭和二十三年法律第百三十五号）第一条及び第二条に規定する職員（以下「職員」という。）の給与に関し必要な事項を定めるものとする。

（給料）
第二条　職員（非常勤職員（法第二十八条の五第
一項、地方公務員の育児休業等に関する法律
（平成三年法律第百十号。以下「育児休業法」

という。）第十八条第一項又は一般職の任期付
職員の採用等に関する条例（平成十四年大阪府
条例第八十六号）第四条各項の規定により採用
された職員を除く。以下同じ。）には、職員の
勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成七
年大阪府条例第四号。以下「勤務時間条例」と
いう。）第二条から第四条までの規定により定
められる勤務時間（以下「正規の勤務時間」と
いう。）による勤務に対し、給料を支給する。

（短時間勤務職員の給料月額）
第六条の二　育児休業法第十条第三項の規定に
より同条第一項に規定する育児短時間勤務（以
下「育児短時間勤務」という。）の承認を受け
た職員（同法第十七条の規定による短時間勤務
をすることとなつた職員を合む。以下「育児短
時間勤務職員等」という。）の給料月額は、第
五条第一項から第三項まで及び第十一項並び
に前条の規定にかかわらず、これらの規定によ
る給料月額に、勤務時間条例第二条第二項の規
定により定められたその者の勤務時間を同条
第一項に規定する勤務時間で除して得た数を
乗じて得た額とする。

２　（略）

３　育児休業法第十八条第一項又は一般職の任
期付職員の採用等に関する条例第四条各項の
規定により採用された職員（以下「任期付短時
間勤務職員」という。）の給料月額は、第五条
第一項から第三項まで及び前条の規定にかか
わらず、これらの規定による給料月額に、勤務
時間条例第二条第四項の規定により定められ
たその者の勤務時間を同条第一項に規定する
勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とす
る。

第三十条の二　（略）

（非常勤職員の給与）

第三十条の三　非常勤職員の給与に関し必要な事項については、別に条例で定める。
	（趣旨）

第一条　この条例は、地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号。以下「法」という。）第二十四条第六項及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）第四十二条の規定に基づき、府の職員並びに市町村立学校職員給与負担法（昭和二十三年法律第百三十五号）第一条及び第二条に規定する職員（以下「職員」という。）の給与に関し必要な事項を定めるものとする。

（給料）
第二条　職員には、職員の勤務時間、休日、休暇
等に関する条例（平成七年大阪府条例第四号。
以下「勤務時間条例」という。）第二条から第
四条までの規定により定められる勤務時間（以
下「正規の勤務時間」という。）による勤務に
対し、給料を支給する。

（短時間勤務職員の給料月額）
第六条の二　地方公務員の育児休業等に関する
法律（平成三年法律第百十号）第十条第三項の
規定により同条第一項に規定する育児短時間
勤務（以下「育児短時間勤務」という。）の承
認を受けた職員（同法第十七条の規定による短
時間勤務をすることとなつた職員を合む。以下
「育児短時間勤務職員等」という。）の給料月
額は、第五条第一項から第三項まで及び第十一
項並びに前条の規定にかかわらず、これらの規
定による給料月額に、勤務時間条例第二条第二
項の規定により定められたその者の勤務時間
を同条第一項に規定する勤務時間で除して得
た数を乗じて得た額とする。

２　（略）
３　地方公務員の育児休業等に関する法律第十
八条第一項又は一般職の任期付職員の採用等
に関する条例（平成十四年大阪府条例第八十六

号）第四条各項の規定により採用された職員
（以下「任期付短時間勤務職員」という。）の
給料月額は、第五条第一項から第三項まで及び
前条の規定にかかわらず、これらの規定による
給料月額に、勤務時間条例第二条第四項の規定
により定められたその者の勤務時間を同条第
一項に規定する勤務時間で除して得た数を乗
じて得た額とする。

第三十条の二　（略）



	
	


（職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部改正）

第三条　職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成七年大阪府条例第四号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（趣旨）

第一条　この条例は、地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十四条第五項、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）第四十二条及び公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法（昭和四十六年法律第七十七号）第六条の規定に基づき、府の職員並びに市町村立学校職員給与負担法（昭和二十三年法律第百三十五号）第一条及び第二条に規定する職員（以下「職員」という。）の勤務時間、休日、休暇等に関し必要な事項を定めるものとする。

（臨時的任用職員の休暇）

第十七条　臨時的任用職員の休暇については、第十三条から前条までの規定にかかわらず、任命権者が人事委員会と協議して定める。

（非常勤職員の勤務時間等）

第十八条　非常勤職員（再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員を除く。）の勤務時間、休日、休暇等は、第二条から第十六条までの規定にかかわらず、その職務の性質等を考慮して、任命権者が人事委員会と協議して定める。　

第十九条・第二十条　（略）
	（趣旨）

第一条　この条例は、地方公務員法（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二十四条第六項、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）第四十二条及び公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法（昭和四十六年法律第七十七号）第六条の規定に基づき、府の職員並びに市町村立学校職員給与負担法（昭和二十三年法律第百三十五号）第一条及び第二条に規定する職員（以下「職員」という。）の勤務時間、休日、休暇等に関し必要な事項を定めるものとする。

（臨時的任用職員の休暇）

第十七条　臨時的任用職員の休暇については、前四条の規定にかかわらず、任命権者が人事委員会と協議して定める。

第十八条・第十九条　（略）

	
	


（大阪府職員基本条例の一部改正）

第四条　大阪府職員基本条例（平成二十四年大阪府条例第八十六号）の一部を次のように改正する。

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（目的）

第一条　この条例は、地方公務員法（昭和二十五

年法律第二百六十一号。以下「法」という。）

に定める根本基準に従い、職員（府の職員（警

察法（昭和二十九年法律第百六十二号）第五十

六条第二項に規定する地方警察職員及び非常
勤職員（法第二十八条の五第一項、地方公務員
の育児休業等に関する法律（平成三年法律第百
十号）第十八条第一項又は一般職の任期付職員
の採用等に関する条例（平成十四年大阪府条例
第八十六号）第四条各項の規定により採用され
た職員を除く。以下同じ。）を除く。）並びに市
町村立学校職員給与負担法（昭和二十三年法律
第百三十五号）第一条及び第二条に規定する職
員（非常勤職員を除く。）（以下「府費負担教職
員」という。）をいう。以下同じ。）の採用から
退職までにおける公務員制度の基本的な事項
を定めて公正かつ適正に運用することにより、
職員が自律性を備えた人材としてその能力を
高めつつ、府民全体の奉仕者として全力を挙げ
てその職務を遂行し、もって府政の適確な運営
と府政に対する府民の信頼の向上に資するこ
とを目的とする。
（任命権者の責務）

第二条　任命権者（警察本部長を除く。以下同じ。）は、前条の目的を達成するため、法令、条例、規則その他の規程の定めるところに従い、職員の任免、人事評価（法第六条第一項に規定する人事評価をいう。以下同じ。）、給与、分限、懲戒、退職管理等について、その権限を適切に行使するものとする。

２　（略）

（管理職の任用）

第八条　任命権者は、大阪府組織条例（昭和二十八年大阪府条例第一号）に規定する部の長の職その他任命権者が定める職については、公募（職員からの募集を含む。）により任用するものとする。ただし、公募するいとまがない場合その他特別の理由がある場合は、この限りでない。

２―４　（略）

（人事評価の目的等）

第十四条　人事評価は、職員の資質、能力及び執務意欲の向上を図ることを目的として行う。

２・３　（略）

（相対評価）

第十五条　（略）

２　前項の人事評価は、次の表の上欄に掲げる区分のとおり上位から区分し、おおむね同表の下欄に定める分布の割合（評価を受ける職員の総数に占める各区分の職員の割合をいう。）により行う。

（略）

（職務給の原則等）

第二十条　職員の給与は、法第二十四条第一項及び第二項の規定に基づくものでなければならない。

２　職員の給与を定めるに当たり、法第二十四条第二項に規定する民間事業の従事者の給与を考慮する場合においては、特別の理由がある場合を除き、府内の民間事業の従事者の給与についてするものとする。

３・４　（略）

（健康管理）

第二十一条　任命権者は、職員の安全及び健康の確保並びに快適な職場環境の形成のため、必要な措置を講ずるものとする。

２　（略）

（出勤及び退勤の管理）

第二十四条　任命権者は、職員の出勤及び退勤の管理を適正に行う方策を講ずるものとする。
	（目的）

第一条　この条例は、地方公務員法（昭和二十五

年法律第二百六十一号。以下「法」という。）

に定める根本基準に従い、職員（府の職員（警

察法（昭和二十九年法律第百六十二号）第五十

六条第二項に規定する地方警察職員を除く。）

並びに市町村立学校職員給与負担法（昭和二十

三年法律第百三十五号）第一条及び第二条に規

定する職員（以下「府費負担教職員」という。）

をいう。以下同じ。）の採用から退職までにお

ける公務員制度の基本的な事項を定めて公正

かつ適正に運用することにより、職員が自律性

を備えた人材としてその能力を高めつつ、府民

全体の奉仕者として全力を挙げてその職務を

遂行し、もって府政の適確な運営と府政に対す

る府民の信頼の向上に資することを目的とす

る。
（任命権者の責務）

第二条　任命権者（警察本部長を除く。以下同じ。）は、前条の目的を達成するため、法令、条例、規則その他の規程の定めるところに従い、職員の任免、勤務成績の評定、給与、分限、懲戒、退職管理等について、その権限を適切に行使するものとする。

２　（略）

（管理職の任用）

第八条　任命権者は、大阪府組織条例（昭和二十八年大阪府条例第一号）に規定する部の長の職その他任命権者が定める職については、公募（職員からの募集を含む。）により任用するものとする。ただし、公募する暇がない場合その他特別の理由がある場合は、この限りでない。

２―４　（略）

（人事評価の目的等）

第十四条　人事評価（職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力及び達成した実績を把握した上で行われる勤務成績の評価をいう。以下同じ。）は、職員の資質、能力及び執務意欲の向上を図ることを目的として行う。

２・３　（略）

（相対評価）

第十五条　（略）

２　前項の人事評価は、次の表の上欄に掲げる区分のとおり上位から区分し、概ね同表の下欄に定める分布の割合（評価を受ける職員の総数に占める各区分の職員の割合をいう。）により行う。　

（略）

（職務給の原則等）

第二十条　職員の給与は、法第二十四条第一項及び第三項の規定に基づくものでなければならない。

２　職員の給与を定めるに当たり、法第二十四条第三項に規定する民間事業の従事者の給与を考慮する場合においては、特別の理由がある場合を除き、府内の民間事業の従事者の給与についてするものとする。

３・４　（略）

（健康管理）

第二十一条　任命権者は、職員の安全及び健康の確保並びに快適な職場環境の形成のため、必要な措置を講じるものとする。

２　（略）

（出勤及び退勤の管理）

第二十四条　任命権者は、職員の出勤及び退勤の管理を適正に行う方策を講じるものとする。

	
	


附　則

　この条例は、平成二十八年四月一日から施行する。
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